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（１）

▶令和５年の登米・栗原における労働災害（休業４日以上）による被災者数は、令和５年７月末
日現在、全産業で97人（前年比11.8％減）です。６月末の時点で減少幅が大きくなり、それを維
持している状態です。今後につきましては、更なる減少を目指して、「ゼロ災＆健康トライアル
2023」を実施する等いたしますので、引き続きご協力のほどよろしくお願いいたします。
▶宮城県全体につきましても労働災害（休業４日以上）による被災者数が減少しております（前
年比6.4％減）。ただし、死亡者数は、令和５年７月末日現在で昨年同時期よりも多くなっていま
す。※瀬峰署は、死亡者ゼロで推移しております。

労働災害は減少傾向を維持

令和５年度全国労働衛生週間

新型コロナウイルス感染症を除いた労働災害発生状況（令和５年７月末現在） ※速報値

管内（登米・栗原）被災者数 県内被災者数
令和４年 令和５年 令和４年 令和５年

休業４日以上 110 97 1332 1247
死亡 ２ ０ ８ 10

裏面に続く

スローガン：「目指そうよ二刀流 こころとからだの健康職場」
期間：令和５年10月１日から７日まで（準備期間 令和５年９月１日から30日まで）

全国労働衛生週間は、昭和25年の第１回以来、今年
で74回を迎えます。労働者の健康をめぐる状況につき
ましては、高齢化の進行により、一般健康診断の有所
見率が上昇を続けているほか、令和４年度には、全国
で精神障害の労災認定件数が710件（請求件数2683
件）と過去最多になっており、健康管理の充実、メン
タルヘルス対策の強化が求められております。
瀬峰署管内も例外ではなく、健康診断有所見率63％

（全国平均約58％）、精神障害の労災請求件数が４件
となっており（令和４年度）、
いずれも増加傾向にあります。
全国労働衛生週間を機に事

業者及び労働者が連携・協力
して労働衛生水準のより一層
の向上及び労働衛生意識の高
揚を図っていただきたく思い
ます。



（２）
労災課からのお知らせ

「SafeworK向上宣言」の登録について
令和２年にスタートした「SafeworK向上宣言」ですが、この度、第14次労

働災害防止推進計画期間（令和9年度まで）における「新たな『SafeworK向上
宣言』」の登録を令和５年８月１日から受け付けておりますので是非とも登録
をお願いいたします。宣言」
「SafeworK向上宣言」フローチャート
【ステップ１】
様式１を作成し、事業場の見やすい箇所に掲示す
る等する。
【ステップ２】
様式２による点検を実施し、改善事項が認められ
た場合には改善する。
【ステップ３】
様式１及び様式３をメールにより宮城労働局健康
安全課に提出する。宛先↓
kenkouanzenka-miyagikyoku@mhlw.go.jp

※診断項目には続きがあります。

様式１

労災保険①現場労災、元請労災 労災保険②事務労災 雇用保険

要加入

元請の工事現場に雇用労働者が
いる場合(下請や孫請にのみ雇用
労働者がいる場合も要加入)

自社で、「事務員、
営業社員」を雇用し
ている場合や、「工
事現場でも労働する
が事務や営業等の業
務も行う雇用労働
者」がいる場合

自社に、「週の所定
労働時間が２０時間
以上でかつ３１日以
上雇用される見込み
の者」がいる（ただ
し昼間学生を除く）

加入不要

・元請工事は行うが、「工事現
場で作業をする雇用労働者」が、
下請、孫請も含めてゼロの場合
・下請工事のみで、自社では元
請工事(個人客から頼まれたもの
も含む)を全く行わない場合

自社では、事務員や
営業社員など「工事
現場で働くことが全
くない者」しか雇用
していない場合

「上記以外の者」し
か自社で雇っていな
い場合

加入手続していますか︖建設業の労働保険
建設業の労働保険は、以下の三種に分けられます。（三種すべての保険に要加入の場合もあれば、いずれの
保険にも加入不要な場合があります。以下の表を改めてご確認ください）

様式の入手、詳細はこちらから→

mailto:kenkouanzenka-miyagikyoku@mhlw.go.jp

